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1　はじめに
地震予知研究は典型的な「第 2 種の基礎研究」であ

る。地震現象そのものの基礎研究が、地震発生の推定に
も役立つと考えられることから、地震予知（実用的な地
震予測）に役立つとされる第 1 種の基礎研究に相当する
研究成果は過去にも多数報告されてきたが、それらを統
合して実際の地震予知につなげようとするのはとても困
難である。地下水観測による地震予知研究も例外ではな
い。日本で、地下水観測による地震予知研究が本格的に
スタートしたのは、1975 年 7 月の文部省測地学審議会
の建議：「第三次地震予知計画の一部見直しについて」
からであり、当初は、大学では、東京大学、名古屋大学、
京都大学が参加し、国立研究所では工業技術院地質調査
所（現在の、産総研地質調査総合センター）が参加した。

しかし、長期の観測とそれに伴う経費が必要な割に

は学術論文としての成果が上がることが少ないことが
わかってくると、大学での研究は停滞気味になり、1990
年代の後半になっても積極的な観測・研究を行っている
のは地質調査所だけとなってしまった。これは、大学に
比べて、国立研究所の方が息の長い研究が認められたと
いうことに加え、1978 年に成立した大規模地震対策特
別措置法（以降、大震法）に基づく国の東海地震予知事
業において、地下水観測を地質調査所が担当したことか
ら、地震予知のための地下水の観測と研究が地質調査所
の社会的責任とみなされたことが大きい。このようにし
て、第 2 種基礎研究における「悪夢の時代」[1] を地質調
査所は耐え抜いたことになる。

2　過去の南海地震前後の顕著な地下水変化
東海～四国の沖合にある駿河トラフ～南海トラフで
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我々は、長期の地下水観測・解析に多孔質弾性論と前兆すべりモデルを組み合わせた第2種基礎研究の結果として「前兆的地下水位
変化検出システム」を構築し、国の東海地震予知事業に貢献している。この「前兆的地下水位変化検出システム」を東南海・南海地震
予測にも適用するために、四国から紀伊半島地域にも地下水等総合観測網を拡大し観測を続けている。また、このシステムを用いて東
南アジアの地震防災にも貢献するため、台湾で2002年から国際共同研究も行っている。2011年東北太平洋沖地震では、地震の規模を
過小に予測したことが震災の要因の一つになった。しかし、この規模を過小評価してしまったことについて科学的に吟味した上で、さら
に地震予知研究を進めるべきと考える。
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は、100 − 200 年程度の間隔で M8（マグニチュード 8）
クラスの巨大地震が繰り返し発生してきた（図 1、2）。
歴史的には、南海トラフの東側と駿河トラフの両方を
破壊している地震でも東海地震と呼ぶが、ここでは簡
単に、駿河トラフで生じる地震を東海地震、南海トラ
フ沿いの熊野灘から遠州灘で起こる地震を東南海地
震、南海トラフ沿いの潮岬から西側で起こる地震を南
海地震とする（図 1、2）。

四国～紀伊半島の沖で発生する巨大地震である南海地
震は、古くから都のあった京都周辺で被害を生じたため
か古文書によく記録が残っており、世界で最も発生履歴
がよくわかっている巨大地震の一つである。過去 8 回の
南海地震のうち、愛媛県松山市の道後温泉（図 1 の N10
付近）における水位や湧出量は 4 度、和歌山県本宮町湯
峯温泉（図 1 の N5 付近）における水位や湧出量は 4 ～
5 度、地震発生に伴い大きく低下している（図 2）。ただ
し、それが地震前から起こっていたことなのか地震後
からなのかはよくわからない。また、1946 年南海地震
（M8.0）においては、紀伊半島～四国の太平洋岸の 11
カ所で生活用水として使っていた井戸水（不圧地下水（後
述）と考えられる浅い地下水）が、地震の直前～ 10 日
前に涸れたとされていて [3]、推定で数十 cm 以上水位が
低下したと考えられる（図 3）。勝浦（図 3）では、温泉
の湧出量も地震の 6 時間前に低下した。地下水位や温泉
湧出量が地震前に低下した地点は合計 12 カ所で、紀伊
半島～四国の太平洋岸周辺に広範囲に存在する（図 3）。
ただし、海上保安庁水路局による調査地域は 160 カ所以

上で [3]、出現率としてはごく低いことになる。このよう
な地震前の地下水位の低下は、1854 年の南海地震前に
も四国や紀伊半島の太平洋岸で発生したことが知られて
いる [4]。

3　多孔質弾性論による地下水と地震との結びつけ
上述のように、地下水が地震前に変化することがある

のは日本では古くから知られていて、脇田（1978）[5] が
過去の例を表の形にまとめている。しかし、これらはい
わば観測事実のみであり、地震と地下水を結びつける理
論が薄弱だったために、組織的な研究が日本で始まった
のは 1975 年からである [6]。ダイラタンシー水拡散モデ
ル [7][8]（震源域に力が集中して割れ目が増加し、その割
れ目に周囲から地下水が流れ込んで震源域の強度が下が
り地震が発生するというモデル）が提案されて、地下水
変化と地震の関係の理論的な裏付けができたことが、
1975年から本格的な研究が始まったことの一因である。
ダイラタンシー水拡散モデルが支持されなくなると [9]、
地下水観測はいったん理論的裏付けを失うが、その代わ
りに理論的根拠になったのが多孔質弾性論である。

物体にかかる力（応力）と変形（歪（ひずみ））の関
係を記述したのが弾性論であり、地震と地殻変動（地面
の変形）は弾性論によって理論的に結びつけることがで
きる。地震を断層における食い違いとし、それによる変
形が（地震に伴う）地殻変動であるとすることで地震と
地殻変動は結びつけられるのである。GPS や歪計等で
観測される地殻変動と地震との関係は一般に弾性論で説
明され、弾性論における変数は応力と歪の二つであるか
らここに地下水の関与する余地はない。
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図 1　東海・東南海・南海地震の想定震源域（破線）と産総
研の地震予知研究のための地下水等観測網

（●（黒）：2004 年度以前に整備した観測点、●（赤）：2006 年度
以降に整備した新規観測点 N1-N14、●（青）：現在整備を行って
いる観測点 N15-N16）。四国～紀伊半島～愛知県内陸部の灰色の領
域は、短期的ゆっくりすべりおよび深部低周波微動が定常的に発
生していると考えられる地域。N5 の観測点の近傍に湯峯温泉があ
り、N10 の観測点の近傍に道後温泉がある。湯峯温泉と道後温泉
については図 2 参照。

図 2　東海・東南海・南海地震の発生履歴と道後温泉・湯峯
温泉の湧水量や水位の低下
▼は低下を表し、？は古文書に変化の有無の記載がないことを示す。
●は液状化等の地震の痕跡。寒川（1992）[2] に加筆。この結果を考
慮して、湯峯温泉の近傍に N5 の観測点を、道後温泉の近傍に N10
の観測点を設けた。
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他方、多孔質弾性論は、空隙のある弾性体を考え、そ
の空隙が水で満たされている状況での、応力・歪・空隙
中の水圧・空隙中の水の量（以降、単に含水量と称す）
との相互関係を示す理論である [10]-[12]。空隙中の水 = 地
下水、空隙中の水圧 = 空隙圧＝地下水圧＝地下水位と
みなせば、この理論を用いることで地下水と地殻変動を
結びつけることができる。多孔質弾性論の立場から考え
ると、地下水と地殻変動は密接な関係があるので、地殻
変動を正確に理解するためには地下水の観測が必須とい
うことになり、この理論を用いることで、地殻変動を仲
立ちにして地下水と地震とを理論的に結びつけることが
できる。実際には、地下深部の地震発生位置付近の含水
量や空隙圧を把握するのは難しい。現状の我々の解析で
は、地震の断層モデルとそれによって生じると考えられ
る地殻変動については弾性論を用い、その地殻変動と地
下水変化との関係については多孔質弾性論を用いる形を
とっている。

地殻変動と地下水変化との関係で実際によく用いるの
は、地震に伴う地殻変動は地下水の移動に比べて十分早
いとして含水量の変化はないとしたときの、地殻の体積
変化（体積歪変化：ε）と地下水圧変化（ｐ）との比例
関係式

p = kε 　（1）
である。観測された地下水圧変化から体積歪変化を求め
たりその逆を行うのである。ここでkは、地下水圧の体
積歪変化に対する感度（以降、単に体積歪感度）とも呼
ぶべきものである。

地下水圧変化を体積歪変化に換算するのに必要な感度
k は、月や太陽の引力による地面の変形（地球潮汐）で

生じた体積歪の潮汐変化（日本では 10 － 7 程度の大きさ）
によるp の変化によって一般に見積もっている。地下水
は大きく不圧地下水（水を通さない地層や岩盤の上にあ
る自由地下水面をもつ地下水、自由地下水面では気圧と
水圧がつりあっている）と被圧地下水（水を通さない地
層や岩盤に挟まれた地下水）に分けられるが、不圧地下
水（一般に浅い地下水）ではk はごく小さくて 10 － 7 程
度の体積歪変化に対する水位の潮汐変化は検出されな
い。他方、被圧地下水（一般に深い地下水や温泉水）で
は検出可能で、水位に対するk は、観測点によって異な
るがおおむね 0.1 ～ 10（cm/10 － 7）程度である [13][14]。図
4 に三重県津市にあるＮ 14 観測点（図 1）における 2012
年 3 月 1 日～ 15 日の観測結果を示す。この観測点では、
地下水位が地表より上にくるので、井戸を密閉して水圧
として測定している。生の水圧データには、気圧や降雨
による変化に加え、半日や 1 日を周期とする変化が見い
だせるが、これが体積歪の潮汐変化による地下水圧変化
である。気圧や降雨の地下水位（水圧）への影響を統計
的に除去するプログラム [15] を用いてそれぞれの成分を
分離すると、両振幅で 6 cm 程度の潮汐成分が認められ
る。また、気圧・降雨の寄与や潮汐成分を除いた（補正
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図 3　1946 年南海地震前の地下水位等の低下
○：浅い井戸水の水位が低下した 11 地点、●：浅い井戸水が濁った
3 地点、 （灰色）：温泉湧出量が低下した勝浦地点、★：1946 年
南海地震の震央、実線で囲まれた部分：南海地震の想定震源域、■：
道後温泉、 （灰色）：湯峯温泉。

図 4　N14 観測点（図 1）における水圧変化の観測例
水圧を水位の単位に換算して表示している。
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された）水圧には、この期間ではほとんど変化がないこ
とがわかる。

4　東海・東南海・南海地震予測と産総研の地下水等観測
図 2 に示したように、駿河～南海トラフで最も近年に

発生した M8 クラスの巨大地震は、1944 年東南海地震
（M7.9）と 1946 年南海地震（M8.0）である。この二つ
の地震では、震源域が駿河トラフまで及んでいなかった
ので、駿河トラフでの巨大地震（東海地震）が切迫して
いるとされ、大震法が 1978 年に制定されて国による地
震予知事業が始まった。

産総研は旧工業技術院地質調査所のこの事業を継承
し、東海地方周辺に地下水観測点を設け、観測データを
気象庁に提供し、東海地震の判定を行う地震防災対策強
化地域判定会の説明者として国の地震予知事業を当初か
ら分担してきた [16][17]。我々は、東海地方での長年の地
下水観測によって、通常時の観測点毎の地下水変化の特
性をつかむとともに、図 4 に示したような気圧や降雨の
地下水への影響を統計的に除去するプログラムを開発し
[15]、地下水観測の S/N を向上させてきた。加えて、多
孔質弾性論を用いることで、地下水の観測によって体積
歪変化も推定してきた。その結果「体積歪観測」として
考えたときの地下水観測の S/N を定量的に評価できる
ようになっていった。観測された地下水位（水圧）・湧
水量には、平常時において、気圧や降雨・潮汐の影響を
除去しても、図 4 の補正値に示すように長期的な上昇や
下降といった変化が残る。また、期間を 24 時間以内と
いった短期間に限っても数 mm ～数 cm 程度の水位変
化が残る。このような変化は「ノイズ」と考えられる。
そのノイズのレベルを越える変化があったときに異常な
地下水変化として検出できることになる。このようなノ
イズは体積歪を直接観測した場合でも存在する。地下水
観測のノイズレベルと体積歪観測のノイズレベルは、そ
のままでは単位が異なるので比較ができないが、上述の
k を使うことで、地下水データを体積歪データに換算で
き比較可能となる。図 5 は、地下水位のノイズレベルを
体積歪に換算し、気象庁の体積歪計のノイズレベル（1999
年時点）と比較したものである。地下水位も歪も長期
的な変化におけるノイズの見積が困難なので、1 時間、
3 時間、24 時間といった短い時間の差（階差）の中での
ノイズレベルを見積もっている。気象庁では、1999 年
の時点では歪計における雨量補正を行っていなかったの
で、降雨時と通常時（降雨のない時）を区別してノイズ
レベルを求めているのに対し、産総研は水位において降
雨補正をしているのでその区別をしていない。産総研の

地下水観測点のノイズレベルは、気象庁の体積歪計の
それに比べて同程度～数倍程度である。水位計等の地下
水観測機器の価格が、体積歪計のそれに比べて 1/10 ～
1/100 であることを考慮すると、コストパフォーマンス
的に優れていることがわかる。また、後述するように、
歪計等の高価な地殻変動観測機器が整備されていない地
域や国々においても、地下水位等の観測が行われている
所が多いことも考慮すれば、地震予知のための手法とし
て汎用性に優れているともいえる。

21 世紀に入り、次の東南海 ･ 南海地震の切迫性が増
すと [20]、「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進
に関する特別措置法」が 2003 年に施行され、同地震に
対する観測施設の整備が求められた。同法は、国に四
国・紀伊半島を中心とする東南海・南海地震防災対策
推進地域において地震防災対策を求める一方で、観測
網の整備と研究も求めている。このようななか、産総
研は、東南海・南海地震予測のために、紀伊半島～四
国周辺に地下水等観測施設を 2006 年度から新規に構築
して 2011 年度末までに 14 点の整備を終え、現在は、
さらに新規 2 点を整備中である（図 1）。これについて
は 4.3 で述べる。
4.1　地下水観測による東海地震の前兆すべり検出

現時点で東海地震の最も有望な前兆現象は、地震直前
に将来の地震発生域周辺で起こるゆっくりすべり（前兆
すべりまたはプレスリップと呼ぶ）である。図 6 に、プ
レート境界で逆断層型のすべりがあったときの地盤の隆
起・沈降や伸縮およびそれに伴う地下水位変化を模式的
に示した。このようなすべりが地震直前にあって、それ
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図 5　東海地方における、産総研の主な地下水観測点のノイズ
レベル

（左側 7 組のグラフ、観測点の位置については図 1 参照）と気象庁の
体積歪計のノイズレベル [18]（右側 6 組）との比較（松本・北川（2005）[19]

の図を一部修正）。豊橋には観測井戸が二つあるので、それぞれ豊橋1・
豊橋 2 としている。
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に伴う地殻変動を事前に検出できれば地震予知ができる
ことになる。

気象庁（2003）[21] がこのような前兆すべりによる地
殻変動検出による東海地震予知シナリオを発表したと
き、地下水変化を体積歪変化として評価できるように
なっていた我々はそれに対応して地下水観測による定量
的な地震予知方法を作り上げた [17]。この方法を使うこ
とで、歪計・傾斜計・GPS といった地殻変動観測機器
と同様にして地下水位変化を定量的に評価できるように
なった。図 7 は、産総研の榛原観測点の直下でマグニ
チュード 6.5 の大きさに相当する前兆すべりが生じた時
に想定される、気象庁観測点での体積歪変化と産総研観
測点での地下水位変化を示したものである。上述のよう
に、産総研の地下水観測点のノイズレベルは体積歪に換
算して気象庁の体積歪観測点の同程度～数倍なので、そ
れを反映して有意な変化の検出は気象庁の体積歪観測点
と同程度か遅れる。他方、実際にこのような変化があっ
た場合には、歪観測とは独立な観測である地下水位観測
結果も前兆すべりで説明できることから、前兆すべりが
発生しているという推定への信頼性が増すと考えられ
る。もちろん、前兆すべりの場所や大きさによって現れ
る水位変化は異なるので、我々は、東海地震の想定震源
域周辺すべてで前兆すべりの大きさも変えて同様の計算
を行って、観測値と比較できるようにしている [17]。こ
のような観測から解析にいたる手順一式を、我々は「前
兆的地下水位変化検出システム」と呼んでいる。このシ
ステムによって、地下水観測による前兆現象検出につい
ての精度が増し、東海地震予知手法全体についての信頼
性向上に貢献したと考えられる。

産総研の東海地域における地下水観測データは産総研
を経由してリアルタイムで気象庁に送られていて、東海
地震予知のために気象庁で 24 時間監視されている。す
なわち、産総研による東海地域での安定な地下水観測そ

のものが社会的なアウトカムとなっている。
4.2　前兆すべりモデルに基づく過去の南海地震前の地
下水変化の解釈

上述の前兆すべりモデルに基づいて 2 章で示した南海
地震前の地下水低下を考えてみる。南海トラフのプレー
ト境界で南海地震の前に逆断層型のゆっくりしたすべり
（前兆すべり）があれば、四国や紀伊半島では広い範囲
で地震前に地盤が隆起し体積歪が増加する。被圧地下水
は体積歪が増加すると上述のように水位が下がり得る。
不圧地下水は体積歪変化に対して鈍感だが、海岸付近の
不圧地下水は海水と圧力平衡にあるので、地盤が隆起す
ると、相対的に低下した海水面に呼応して（陸地の表面
から見て）水位が低下する（図 6）。したがって、過去
の南海地震前の地下水位や温泉湧水量の低下は、定性的
ではあるが前兆すべりによって説明することができる。

他方、1946 年南海地震における不圧地下水の地震前
の変化については、京都大学防災研究所（2003）[23] の
前兆すべりモデル（1946 年南海地震の断層の一部で、
本震の 10 ％程度のすべりが地震前に生じたとするモデ
ル）で予測される隆起量が最大でも数 cm 程度なので、
上述した数十 cm 以上という水位低下の振幅は説明でき
ない。他方、同じモデルによる体積歪増加は大きく、
被圧地下水の水位ならば数十 cm 以上の低下も可能であ
る [16]。しかし実際には、1 カ所の勝浦の温泉を除いて、
浅い地下水と考えられるものの水位が大きく低下してい
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図 6　プレート境界で逆断層型のすべりがあったときの地盤の
隆起・沈降と伸縮およびそれによって地下水位変化が生じるこ
とを示す模式図

図 7　前兆すべりに伴う地下水位変化のシミュレーション [17]

左側の小さな○は産総研の地下水観測点の位置。灰色のナスビ状の
形は東海地震の想定震源域を地表に投影したもの。左側の想定震源
域の中の灰色の四角で示した矩形状の断層で M6.5 相当の前兆すべ
りが 72 時間かけて生じた時に気象庁の歪データや産総研の地下水位
データにどのような変化が生じるかを計算したのが右の図。通常時の
ノイズレベルを越えたときに「有意な変化」として▼印を入れている。
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る。したがって、図 6 のモデルで 1946 年南海地震前の
地下水変化を説明するためには、前兆すべりによる微小
な地殻変動があることに加えて、それによって不圧地下
水が大きく変化する何らかの特殊なメカニズムが必要と
なる。被圧地下水が先に水位を低下させた後、不圧地下
水から被圧地下水へ水が移動し、不圧地下水も水位が低
下するというのはあり得る一つのメカニズムである。こ
のような特殊なメカニズムの存在する場所が限られてい
るために、1946 年南海地震前の地下水位低下の出現率
は低いのかもしれない。
4.3　新たな観測システムの設計と整備

以上のことから、東海地震用に構築した「前兆的地下
水位変化検出システム」を東南海・南海地震にも適用す
るためと、過去の南海地震前の地下水位低下メカニズム
を明らかにするために、産総研は、地下水等総合観測点
を 2006 年度から 2012 年度までに、整備中のものも含め
て四国～紀伊半島周辺に 16 点構築し（図 1）、東海地域
の観測網と統合して観測・解析を行っている [22]。観測
点の選定にあたっては、過去の南海地震前後に地下水が
変化した場所や（図 3）、東南海・南海地震の想定震源
域に近い場所（図 1）、および、後述する短期的ゆっく
りすべりや深部低周波微動の発生位置を考慮して決めた
（図 1）。歴史的にみれば、東海地震は、東南海・南海
地震と連動して発生するのが通例なので（図 2）、この
観測と解析は東海地震予知にも役立つ。

四国から紀伊半島に整備した新たな産総研の観測点で
は（図 1 の N1-N14）、地下水の観測に加えて歪や傾斜や
地震の観測も行っている。近くに国土地理院の GPS 観
測点がない場合は GPS も測定している。過去の南海地
震では、被圧地下水と考えられる深い地下水（温泉水）
だけでなく、不圧地下水と考えられる浅い地下水も変化
したとされており（図 3）、上述のように鉛直方向の地
下水の移動があり得ることから、深さの異なる 3 本の井
戸を掘削して水位（水圧）・水温の観測を行っている（図
8）。現在整備中の N15・N16 観測点でも同様の観測を行
う予定である。なお、観測データはリアルタイムで産総
研に送られている。また、産総研を経由してリアルタイ
ムで気象庁にもデータが送られている。

東海地震および東南海・南海地震の想定震源域の深部
延長では、想定されている前兆すべりに酷似した短期的
ゆっくりすべりが深部低周波微動 [24]（プレート境界付近
の深さ 30 − 40 km 程度で発生し、通常の地震より低周波
の微弱な波を出し、始まりと終わりがはっきりしない地
震）と共に年に数回発生することが知られており [25]、そ
の時空間分布を正確に把握することが東海・東南海・南

水位計

水温計

地震計

30 ｍ

200 ｍ

歪・傾斜・地震計

孔 1 孔 2 孔 3

GPS

600 ｍ

海地震の予測精度向上に必須である [26]。短期的ゆっくり
すべりが拡大して想定震源域にまで及べば、本震を誘発
することが考えられる。さらに、震源域に応力が集中し
て本震の発生が近づくと、震源域の深部延長部分でも応
力状態等が変化して短期的ゆっくりすべりの発生パター
ンが変わることがシミュレーションで推定されている
[27]。産総研は、防災科学技術研究所や気象庁と協力して
この短期的ゆっくりすべりや微動のモニタリングを行っ
ていて、今までよくわかっていなかった紀伊半島での
短期的ゆっくりすべりの時空間分布 [28][29] や微動の高感
度検出 [30] 等においてすでにいくつかの成果を出してい
る。同時に、この短期的ゆっくりすべりによって地下水
がどのように変化するかどうかも調査している。現状で
は、一部の観測点の被圧地下水について、短期的ゆっく
りすべりに伴う地下水圧の変化は検出されているが [31]、
それは、歪変化等から想定される範囲内である。また、
短期的ゆっくりすべりに伴う不圧地下水の水位変化は検
出されておらず、過去の南海地震前の地下水位低下メカ
ニズムを明らかにするには至っていない。

これらの観測データのグラフは、http:/www.gsj.jp/
wellweb/ で公開しており、グラフは毎日更新している。

5　地下水観測による地震予知研究手法を海外にも適用
する試みについて

地殻変動観測機器は一般に高価であり、地震リスクが
高くても、地殻変動観測が不十分な地域や国々はたくさ
んある。例えば、東南アジアの国々もその一例である。
しかし、そのような国々でも、地下水の観測は、地震予
知以外の目的で一般に行われている。降雨の影響が少な

図 8　N1-N16 観測点（図 1）における典型的な観測システム
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い、揚水の影響が少ない、地下水位の体積歪感度が高い
といった条件で観測井戸を選び出して地下水位観測網を
作れば、短期間で「簡易」地殻変動（体積歪）観測網が
できることになり、前兆的地下水位変化検出システムを
その地域に適用することが可能になる。また、以前の地
下水位データを体積歪感度を使って洗い直すことで、過
去にさかのぼって地震前後の地殻変動を推定することも
可能になる。以上のことから、その地域の地震災害軽減
に低コストで貢献できると考えられる。このような考え
に基づいて、我々は、台湾の成功大学と地下水観測によ
る地震予知研究について 2002 年から共同研究「台湾に
おける水文学的・地球化学的手法による地震予知研究」
を行っている [32]。この背景には、1999 年に台湾西部で
発生した集集地震（モーメントマグニチュード 7.6）で
大きな被害が生じた結果、将来の地震予知も視野に入れ
た地震・活断層研究が 2001 年から台湾で活発になった
ことがある。

約 10 年間の共同研究によって、1999 年集集地震に伴
う地下水変化のメカニズムに関する研究 [33][34]、地震に伴
う地下水変化に関する研究を行うための 16 点からなる
地下水観測網の構築、同観測網での地震時～地震後の地
下水変化の分析 [35] 等において成果をあげてきた。他方、
既存の地下水観測井戸のデータを用いる場合は、人工的
な揚水の影響を受けることが多く S/N の評価について
は大きな課題である。前兆的地下水位変化検出システム
の技術移転を台湾に行うことで、人材の養成も含めて台
湾側の地震防災に貢献できる。また、台湾は日本以上に
地震活動が活発であり、通常の地殻変動の大きさは年
率にして日本の 10 倍以上に達するところもある。した
がって、日本で観測するよりも短期間で、地震や地殻変
動に対する地下水変化の観測例を蓄積することができる
ので、台湾において地震と地下水・地殻変動の観測・研
究を行えば、より効率的に研究成果をあげることができ
る。今後とも、双方にメリットのあるこの共同研究を続
け、将来的には東南アジアの地震災害軽減に貢献したい。

6　2011年東北地方太平洋沖地震後の地震予知研究に
対する考え方

地震発生の場所・規模・時期をあらかじめ推定して震
災軽減に役立てようという研究において、先人たちが「予
測（あらかじめ推し測る）」という言葉ではなく、「予知
（予め知る）」というより強い言葉を使ったのは（例え
ば、今村（1929）[36]）、地震前の防災行動に直接つながる
「精度の高い予測」を目指したからだろう。実際の所、
地震予知研究に携わる研究者が、現在に至るまで終始一

貫行ってきたのは「地震予測」の研究であり、その精度
を高める努力を続けてきたわけである [37]。その成果の
一つとして、日本およびその周辺域における地震の長期
予測が行われるようになった [38]。しかし、2011 年東北
地方太平洋沖地震は、これまでその場所で地震学者が想
定してきた規模をはるかに上回るマグニチュード 9 に達
し、主に津波によって約 2 万人の死者・行方不明者を出
して、我々の予測のレベルが予知と呼ぶには不十分なこ
とを示した [39]。ただし、データが少なくて評価不能な三
陸沖中部や福島県沖（想定地震規模 M7.4、30 年発生確
率 7 ％）を除く、三陸沖北部・宮城県沖・茨城県沖では、
M7 − 7.5 クラスと想定された規模の地震の 30 年発生確
率は 80 ％以上と高かったので [40][41]、地震の長期予測に
おける場所と時間予測についてはおおむね的中したとも
考えられる。特に、宮城県沖では、2005 年に M7.2 の地
震が発生していたのにも関わらず、GPS 等の観測結果か
ら、想定されている震源域周辺ではまだエネルギーが解
放されていないとして、引き続き 30 年以内での発生確
率 99 ％という数値（地震調査研究推進本部の長期予測
確率の最大値）を変更せず警戒を呼びかけていたのも事
実である [42]。このように、同地震前の予測に関しては、
科学的にも防災的にも評価できる部分があり、「地震予
知（予測）の研究は無駄」といった批判は的外れであろ
う。今後、2011 年東北地方太平洋沖地震の事前の予測
とその結果についての科学的な評価・検証を十分に行っ
た上で、さらに地震予知研究を進めるべきと考える [43]。

7　まとめ
長期の地下水観測と解析結果に多孔質弾性論と（気象

庁が明確化した）東海地震予知モデルを組み合わせた第
2 種基礎研究の結果、「前兆的地下水位変化検出システ
ム」を構築し、アウトカムとして東海地震予知事業に貢
献している。「前兆的地下水位変化検出システム」を東
南海・南海地震予測にも適用するために、四国から紀伊
半島地域にも地下水等総合観測網を拡大し、観測と研究
を続けている。また、同システムを用いて東南アジアの
地震防災にも貢献するため、台湾で 2002 年から国際共
同研究を行っている。台湾は日本より地震活動が高く、
地殻変動も大きいので、日本で観測するよりも効率よく
地震と地下水との関係がわかる可能性もあり同システム
の改善への期待が持てる。2011 年東北太平洋沖地震で
は、地震の規模を過小評価したことも一因となって大き
な被害が出たが、場所や時期については、予測はある程
度当たっていたとも考えられる。科学的な検証を行った
上でさらに地震予知研究を進めるべきである。
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年からは同センターの主幹研究員となる。学生時代から一貫して地下
水観測による地震予知研究に取り組む。震災軽減のためには、研究
成果の広報活動が最も重要とも思っている。

査読者との議論
議論1　全般的コメント
コメント（佃 栄吉：産業技術総合研究所、多屋 秀人：産業技術総合研
究所広報部）

この研究論文は、長期にわたる地下水位の観測と解析技術を中核
に、理論的基礎（多孔質弾性論）を背景に地殻変動に伴う地下水位
と地震発生との関連に展開し、また、地下水位観測システムの構築、
観測網の整備を通じて東海・東南海・南海地震予知に向けて一連の
プロセスについて言及した優れた論文と判断しました。東海・東南海・
南海地震については、その切迫性が高まる中、また、東日本大震災
の経験もあり社会的関心もますます高くなっています。地震予知情報
が出されれば人的被害を効果的に軽減できることから、その研究の
進展が強く期待されていると理解しています。一方、その結果が得ら
れるまで長期的な観測の継続が必要であり、そのため公的研究機関
が担うべきであることは自明であるものの、本格研究として困難な課
題に挑戦されていると思います。

議論2　潮汐による体積歪
質問（多屋 秀人）

潮汐による「体積歪」についての質問です。日本では、「10−7 程度
の大きさ」とのことですが、地球の緯度でおよそ決まるものなのでしょ
うか？

回答（小泉 尚嗣）
潮汐による地盤の変形の最大振幅は、およそ緯度で決まります。

議論3　地下水位観測による地震予知
質問（多屋 秀人）

日本各地域で地震は発生しているが、それぞれ発生メカニズムが
異なると思います。その中で、地下水位観測により地震予知が可能と
想定される地震とはどのようなものでしょうか？

回答（小泉 尚嗣）
現状では、プレート海溝型の地震であって、前兆滑りのシナリオが

使えるもののみ地震予知の可能性があると思っています。今後、他の
タイプの地震についても、信頼できるモデルに基づく地震前の定量的
な地殻変動のシナリオが提示されれば対応は可能だと思います。

議論4　新たな超巨大地震の想定と観測体制
質問（佃 栄吉）

国はすでにマグニチュード 9 クラスの地震を想定して被害予測を
行っていますが、これについて観測体制との関係でコメントしてくださ
い。これまでより大きな規模ですが、想定モデルに基づく観測に影
響はありませんか？

回答（小泉 尚嗣）
南海トラフで発生する可能性があると新たに想定された M9 クラス

の超巨大地震について、想定震源域が西（日向灘）へ広がった分に
ついては、今後は九州の観測点が必要になるかもしれません。沖合
に広がった分については陸の観測では及ばないので、海洋研究開発
機構や気象庁等が行う海底観測との連携が必要になるでしょう。ま
た、想定モデルが大きく変わったので、観測データの解釈やそれに
基づく予測について困難になることは事実です。

議論5　低頻度の巨大地震予知研究のための観測と国際共同研究
質問（佃 栄吉）

特定の地域の地震発生の間隔は短くても 100 年程度であり、研究
者のライフタイムより優位に長い。このことが、地震研究においては
仮説・検証による飛躍的な科学的進歩を阻害しているともいえます。
これを克服する一つの方法として国際共同研究があると思います。台
湾以外にも海外事例を集める努力があってもよいと思いますがどうで

追記
本論文を執筆し、受理後、筆者も所属する公益社団法

人日本地震学会（以降、単に地震学会と記す）が、2011
年東北地方太平洋沖地震によって生じた様 な々課題に対処
するためとして行動計画 2012（http://www.zisin.jp/pdf/
SSJplan2012.pdf）を発表し、その中で「地震予知」と「地
震予測」の用語の厳密化を図っている。従来、地震予知
は「場所、大きさ、時間を特定して地震の発生を事前に予
測すること」という広い意味でも使われてきたが、それが
警報につながる狭義の地震予知と混同され、地震前の「警
報」に対する社会の過剰な期待を生むことになり、その裏
返しとして、2011 年東北地方太平洋沖地震後に地震学者
は大きな批判を浴びた。この反省から、地震学会は、「場所、
大きさ、時間を特定して地震の発生を事前に予測すること」
については地震予測と呼ぶことにし、警報につながる精度
の高い地震予測のみ地震予知とよぶべきと用語を整理し、
現状では地震予知は非常に困難であるとの認識を改めて示
したのである。ただし、6 章でも述べたように、地震予測
の精度を上げれば（狭義の）地震予知につながるわけであ
るから、研究レベルで地震予知研究と地震予測研究を明
瞭に区別するのは困難であると考えられる。「地震予知と
地震予測の定義の厳密化」については、以前から地震学
会内でも議論されていたことではあるので、本論文でも、
警報にすぐにつながるもの（地震予知）とすぐにはつなが
らないもの（地震予測）ということを意識して使い分けては
いるが、明瞭に区別できているわけではない。

イタリアのラクイラでの地震（2009 年 4 月 6 日発生、
M6.3、死者 300 名以上）で、事前に「安全宣言」を出し
たということで、6 名の科学者を含む 7 名が罪に問われて
いる。地震予知の難しさを改めて示す出来事であるが、困
難であっても取り組まなければならない研究課題というも
のはある。地震国日本において、地震予知は、まさにその
ようなタイプの研究課題であると筆者は考えるものである。
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しょうか。地震発生プロセス（準備過程）について、最近の海外事
例についてコメントをお願いします。

回答（小泉 尚嗣）
地震に関連した地下水変化に関する観測・研究については、台湾

以外に米国地質調査所（USGS）とも連携を続けてきています。観測
事例を増やすために、このような連携が今後さらに重要になることは
事実で努力を続けたいと思います。

地震後の解析で、前兆滑りの可能性のある現象が観測された海
外の事例としては、1960 年チリ地震（M9.5）、1997 年カムチャッ
カ地震（M7.8）、2001 年ペルー地震（M8.4）の最大余震地震（M7.6）
があります。日本では、1944 年東南海地震（M7.9）、1946 年南海
地震（M8.0） に加えて、1964 年新潟地震（M7.5）、1983 年日本海
中部地震（M7.7）があります。また、2011 年東北地方太平洋沖地
震についても、直前の地震活動の移動の様子や、海底津波計の観
測結果から、前兆滑りが発生していた可能性が示唆されています
が、東海地震の前兆滑りで想定されているような滑りの加速はな
かったようです。このような結果を受けて、今後、地震発生プロ
セスに関しては、今までのモデルの見直しや新たなモデルの提出
があると考えられます。モデルの改善・創出と精密な観測データ
とは密接な関係があります。今後も、モデルに適切な拘束条件を
与えるべく、精密な観測・解析を行う一方、国内外の地震発生プ
ロセスの研究成果を注意深く収集していきます。

議論6　気象庁の体積歪計と地下水観測
コメント（佃 栄吉）

地下水の観測データの価値について、気象庁の体積歪計があれば
必要ないとも読めます。地下水データの特徴と他のデータとの補完性
についてもう少し詳しく述べてはいかがでしょうか。

回答（小泉 尚嗣）
この論文でも述べましたが、ノイズレベルから推定できる地下水観

測の歪検出精度は、体積歪計のそれに比べて同程度～やや劣ると考
えられますが、水位計等の地下水観測機器の価格が、体積歪計のそ

れに比べて 1/10 ～ 1/100 であることを考慮すると、コストパフォー
マンス的に優れているといえます。また、歪計等の高価な地殻変動観
測機器が整備されていない地域や国々においても、地下水位等の観
測が行われている所が多いことも考慮すれば、地震予知のための手
法として地下水観測は汎用性に優れているともいえます。さらに、歪
観測と地下水位観測は独立なので、両方のデータが前兆滑りモデル
のような一つの物理モデルで説明できる場合は、物理モデルそのも
のとその物理モデルが示す予測への信頼性が増すと考えられます。

議論7　地下水による地震予知研究の社会的リスク
コメント（佃 栄吉）

地下水の変動については、論文にあるとおり、観測が比較的容易
であることや、生活に密接なものであるので、一般の宏観現象として、
報告されることも多々あり、精度の悪い民間情報（多くは誤情報）が
発信されて、社会が混乱する恐れもあります。その際に、長年にわた
る科学的観測データが重要であり、社会的役割も大きいと思います。
気象庁との連携等も必要と思います。想定される対応についてコメン
トをお願いします。

回答（小泉 尚嗣）
ご指摘のとおり、きちんと管理された精度のよい地下水観測データ

を示すことで、地震予知に関する誤った情報の流布を防止できると考
えます。したがって、観測データのグラフを公開しています。地震と
地下水に関する研究成果については、積極的なアウトリーチ活動（産
総研の一般公開や出前講座等）を行っています。気象庁とは、観測
データや解析結果を提供するだけでなく、地震に関する種々の情報・
解析手法等について共有するようにしています。異常な地下水変化等
について気象庁に問い合わせがあったときは、我々の方から適切な
解釈の仕方について情報を提供することもあります。

また、民間に限らず、地震に関して発信される種々のデータやモデ
ルに対して、自治体の防災担当職員が正しく解釈・判断できることが、
社会的な混乱の予防に重要という観点から、観測点を置いている自
治体の防災担当職員を主な対象として「地震・津波に関する自治体
職員用研修プログラム」を実施しています。


